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年頭のご挨拶

一般社団法人　宮崎県建設業協会　　

会　長　　山　﨑　　司

　新年明けましておめでとうございます。

　皆様方におかれましては、ご健勝にて清々しい

新春をお迎えのこととお喜び申し上げます。

　また、日ごろから皆様方の温かいご指導、ご協

力を賜り、本会の業務運営も円滑に推進できまし

たことに深くお礼申し上げます。

　昨年は、平成３０年７月豪雨、北海道胆振東部

地震はじめ、本県においても、９月に発生しまし

た台風２４号、２５号において、甚大な被害をも

たらしました。

　こうした自然災害による被害は毎年のように繰

り返されており、国民の尊い生命と財産を守る社

会資本整備の担い手として、地域の守り手として、

本会の会員企業は、早期復旧・復興、二次災害の

拡大防止、また、被害が最小限にとどまるよう防

災・減災に努めております。

　こうした状況を踏まえ、昨年末閉会となった臨

時国会で安倍首相は、「防災・減災、国土強靱化

のための集中対策を急がなければならない。二次

補正予算を編成し、直ちに今年度から対策をス

タートする。」と声明を発表し、本年度から、３

年間、重要インフラ緊急対策として総事業費７兆

円規模の見通しとなっております。

　本県におきましても、度重なる台風の襲来や予

断を許さない新燃岳噴火、今後発生が想定される

南海トラフ巨大地震などの大規模な災害に備えた

防災・減災への取組みや一斉に老朽化するインフ

ラへの維持管理対応が極めて重要だと考えており

ます。

　我々は、地域インフラの整備、維持管理等を支

える「地域の担い手」とともに、災害時には最前

線で県民の安全・安心の確保を担う「地域の守り

手」としての役割を今後とも果たし、次世代の担

い手に安心して将来を託せる魅力ある産業を創っ

ていく所存でございますので、より一層のご支援、

ご協力をお願い申し上げます。

　年頭に当たり、皆様方のますますのご多幸とご

健勝を祈念いたしまして、新年のご挨拶といたし

ます。

Monthly Association Construction Industry NEWS Monthly Association Construction Industry NEWS
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宮崎県知事　　河　野　俊　嗣

　謹んで新年のお喜びを申し上げます。

　一般社団法人宮崎県建設業協会会員の皆様には、

日頃から県政の推進につきまして温かい御理解と

御協力を賜り、深く感謝申し上げます。

　さて、我が国では、少子高齢化・人口減少が急

速に進行する中、依然として東京一極集中の傾向

が続き、地方においては、あらゆる分野で労働力

不足が深刻化するなど、将来にわたって持続可能

な地域づくりが求められています。

　このような中、本県では、これまでの取組の成

果が着実に現れてきており、新たな成長に向けた

流れができつつあります。

　昨年は、東九州自動車道では日南市の、九州中

央自動車道では日之影町の一部区間が完成し、日

南地区と西臼杵地区において、それぞれ初の高速

道路が開通しました。加えて、国内外を結ぶ航空

路線の充実や、長距離フェリーの航路維持に向け

た「オール宮崎」での新会社設立など、本県経済

の礎となる交通インフラの整備が進展しています。

　また、今年、日本で開催されるラグビーワール

ドカップでは、日本代表やイングランド代表のキャ

ンプ地に決定しており、さらには、2020 年に本県

で開催される「国民文化祭」「全国障害者芸術・文

化祭」など、国内外に本県の魅力をアピールする

絶好のチャンスを迎えようとしています。

　県では、平成３１年度の施策の展開に当たり、

こうした追い風をしっかりと捉え、本県の更なる

発展につなげていくため、次の４つの視点で取り

組むこととしています。

　一つ目が、若者の県内定着やＵＩＪターンの促

進、結婚・出産・子育て等のライフステージに応

じた支援など、「未来を担う人財の育成・確保」。

　二つ目が、豊富な自然や食材等、本県の多彩な

魅力の国内外への発信、インバウンド需要を取り

込むための受入環境の整備充実など、「関係人口の

創出と観光・交流の拡大」。

　三つ目が、ソフトとハード両面からの防災・減

災対策、人財の育成・確保を含む地域医療・福祉

の体制充実など、「安全・安心な暮らしの確保」。

　四つ目が、成長産業の育成、産業発展を支える

県土づくりの基盤となる交通・物流ネットワーク

の整備など、「更なる発展に向けた力強い産業づく

りと交通・物流基盤の充実」。

　特に、「安全・安心な暮らしの確保」及び「更な

る発展に向けた力強い産業づくりと交通・物流基

盤の充実」を実現するためには、建設産業の皆様

のお力添えが不可欠です。

　今後とも、皆様の声に真摯に耳を傾け、全力で

取り組んでまいりますので、一層の御理解と御協

力をお願い申し上げます。

　新しい年が、皆様にとりまして笑顔に満ちた明

るい年となりますよう、心からお祈り申し上げま

して、年頭の御挨拶といたします。

年頭のご挨拶
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宮崎県議会議長　　蓬　原　正　三

　新年あけましておめでとうございます。

　一般社団法人宮崎県建設業協会の皆様におかれ

ましては、清々しい新春をお迎えのことと、心か

らお慶び申し上げます。

　さて、昨年は、全国的に、度重なる台風の襲来

や集中豪雨、大規模地震の発生など多くの災害に

見舞われた１年となり、本県におきましても、台

風の通過に伴う風水害などにより、甚大な被害を

受けました。

　今後「南海トラフ地震」の発生も想定されるほ

か、戦後の経済成長期に整備された多くの公共イ

ンフラが更新期を迎え、早急な保守・整備等が不

可欠となっていることから、災害に強い強靱な県

土づくりを着実に進めていくことが喫緊の課題と

なっております。

　こうした中、会員の皆様には、日頃から社会資

本の整備を通じ、地域経済の発展と県民生活の向

上に多大な御尽力をいただいており、深く感謝申

し上げますとともに、災害時の早期復旧への対応

など、私たち県民の安全な暮らしを支える重要な

役割を果たしていただいておりますことに、心よ

り敬意を表します。

　ところで、近年においては、建設業に対する県

民の期待が高まる一方、高齢化・人口減少の急速

な進展に伴い、建設業界における担い手不足が深

刻化しており、大きな課題となっております。

　その解決に向けて、会員の皆様方におかれまし

ては、建設業に対する若者や女性の関心を高める

ための様々な取組や、生産性の向上を図るための

ＩＣＴ（情報通信技術）の活用を推進されるなど、

働きやすい職場環境の整備にも御尽力いただいて

おり、大変心強く感じております。

　本県にとりましては、建設業は経済・雇用を支

える重要な基幹産業であります。今後も引き続き、

貴協会が中心となり、建設業の魅力アップととも

に、本県のインフラ基盤の整備促進や防災対策の

推進に向けて、更なる御支援、御協力を賜ります

ようお願いいたします。

　県議会といたしましても、皆様の御意見等に

しっかりと耳を傾け、皆様がより一層活動しやす

い環境づくりに取り組むとともに、県民が安心し

て暮らせる社会の実現に向けて、全力を尽くして

まいる所存であります。

  年頭に当たり、宮崎県建設業協会の今後ますま

すの御発展と、皆様の今年一年の御健勝、御多幸

を祈念いたしまして、新年のごあいさつといたし

ます。

年頭のご挨拶
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年頭のご挨拶

　　

宮崎県県土整備部長　　瀬戸長　秀美

　謹んで新年のお喜びを申し上げます。

　一般社団法人宮崎県建設業協会会員の皆様に

は、日頃から社会資本の整備はもとより、災害発

生等の危機事象時には、現場の最前線で迅速に対

応いただくなど、県民の生命や財産を守る重要な

役割を担っていただいており、厚くお礼を申し上

げます。

　昨年は、都城志布志道路の梅北工区の開通や、

県南区間では初めてとなる東九州自動車道「日南

北郷～日南東郷」間が開通したところであります。

県北地域においても、九州中央自動車道「雲海橋

交差点～日之影深角ＩＣ」間の開通や、「五ヶ瀬

～高千穂」間が今年度の新規事業箇所に決定され

るなど、交通インフラの整備が進む上で、大変明

るい話題が続いた年となりました。

　また、港湾においても、油津港では着脱式の防

舷材及び係船柱を活用したクルーズ船の受入が評

価され、日本港湾協会技術賞を受賞しました。さ

らには、カーフェリー及びＲＯＲＯ船の大型化

も今後予定されており、本県物流にとって、関西

方面などへの輸送効率化を図る上で、海上輸送は

非常に有効な手段であることから、道路と一体と

なった港湾整備が重要であると考えております。

　このようなインフラ整備によって、防災力及び

物流機能の強化はもとより、企業立地件数や観光

客等の増加、救急医療体制の充実などの様々なス

トック効果がもたらされておりますが、これも皆

様方の御尽力の賜であり、重ねて感謝申し上げま

す。

　しかしながら、本県における社会資本の整備は、

防災・減災対策の施設整備や高速道路のミッシン

グリンクの解消など未だ道半ばであります。

　また、建設産業は、社会資本の整備はもとより、

防災・減災対策や地域経済・雇用を支える重要な

基幹産業でありますが、一方で、建設技術者の高

齢化や若年入職者の減少に伴い、将来にわたる担

い手の確保・育成が喫緊の課題となっております。

　このような状況のもと、県としましても、公共

事業予算の安定的な確保に努めるとともに、週休

２日工事やＩＣＴ活用工事の試行など、国や市町

村とも連携を図りながら、「長時間労働の是正」

や「生産性向上」に向けた取組を引き続き推進し

てまいりたいと考えております。今後とも、建設

産業の健全な発展につながる諸施策に取り組んで

まいりますので、皆様の一層の御理解と御協力を

賜りますようお願い申し上げます。

　結びに、本県建設産業のますますの発展と皆様

方の御健勝、御活躍を祈念申し上げまして、年頭

の御挨拶といたします。
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年頭のご挨拶

　平成３１年の新春を迎え、謹んで年頭のご挨拶を申し上
げます。
　平素は、全建の事業活動に対し格別のご支援・ご協力を
賜り、改めて厚く御礼を申し上げます。
　昨年を振り返りますと、２月の北陸地方西部を中心とす
る、1981 年の『五六豪雪』以来 37 年ぶりの記録的な大雪
に始まり、４月の「島根県西部地震」、６月の「大阪府北
部地震」、７月の西日本を中心とする「平成 30 年 7 月豪雨
災害」、そして、8 月には東日本における「統計開始以来
の猛暑」、さらに 9 月の台風 21 号等の襲来や「平成 30 年
北海道胆振東部地震」と、例年以上に全国各地で自然の猛
威・災害が頻発化した 1 年でございました。こうした年々
激甚化する自然災害は、改めて、防災・減災対策が最優先
かつ喫緊の課題との認識を共有させ、さらなる強靭な国土
づくりへの計画的かつ着実な進化を強く求められている
ところであります。
　そうした中、建設業界におきましては、公共工事設計労
務単価が 6 年連続で引き上げられ、予算ベースで全体と
して見れば安定的に推移している状況であるものの、建設
投資の偏りは依然として解消されず、首都圏と地方圏との
事業量の地域間格差や大企業と中小建設業との企業間格
差が近時一層拡大し、地域の建設企業の多くが厳しい経営
環境を強いられている状況であります。また、本年４月か
ら施行される改正労働基準法等の働き方改革関連法では、
労働時間に関する制度の見直し等が行われることになり、
経営環境も大きく変化することが予想されております。
　法改正に伴う時間外労働の罰則付き上限規制適用は、建
設業界におきましては、５年間猶予されることとなりまし
たが、長時間労働是正を含めた「賃金・休日等の労働条
件の改善」、「女性等の多様な人材が活躍できる環境整備」、
更には「建設生産プロセス全体を通じた生産性の向上」と
いった働き方改革は、担い手の確保・育成に向け、欠かす

ことができない重要な取組みの１つとなっております。
　私ども地域建設業には、「地域インフラの担い手」、「災
害時などの緊急時の公的な任務の担い手」、「地域の成長エ
ンジン」といった社会的使命が期待されております。そう
した期待に、将来に亘って応え続けるには、私ども自らが、
積極的に働き方改革を含めた様々な施策を推進し、建設産
業を魅力的な産業へ変えていくことが大変重要なことで
あります。そのためには、地域建設企業の健全経営の裏付
けとなる適正利潤の確保が必要であり、それには、事業量
が安定的・持続的に確保されることが不可欠であることは
ご承知の通りであります。
　平成 30 年度は、関係者の皆様の御支援を得て、私共が
強く求めていた大型補正予算が２次にわたって編成され、
第２次補正予算は、来年度の当初予算とともに、今月召集
の通常国会で審議の予定となっております。予算につきま
しては、一日も早い成立に加え、執行に当たり、地域の実
情を十分に踏まえた重点的な予算配分をお願いするとこ
ろであります。
　また、今月召集の通常国会では、適正利潤の確保を謳っ
た改正品確法等の担い手３法の改正も予定されていると
承知しています。
　新たな法制度につきましては、適切に運用され、全国津々
浦々にまで、ご理解頂くには、常に、声を上げ続けていく
ことが重要であると強く感じているところであります。
　本年も、全建は、４７都道府県建設業協会並びに会員企
業の皆様方をはじめ、関係各位と一致団結し、積極果敢に、
課題解決に取組む覚悟でございますので、引き続き、ご理
解ご支援のほど何卒よろしくお願い申し上げます。
　結びになりますが、皆様方のご健勝とご多幸を心から祈
念いたしまして私の年頭のご挨拶とさせていただきます。

一般社団法人　全国建設業協会　　　

会　長　　近　藤　晴　貞
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平成 31年 1月行事予定

Monthly Association Construction Industry NEWS

日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

1 火 元日 元日 元日

2 水

3 木

4 金 仕事初め
宮崎商工会議所賀詞交歓会 仕事初め 仕事初め

5 土

6 日

7 月

8 火 仕事始め式、官公庁等への新年挨拶

９ 水 フルハーネス型安全帯に係る特別教育（清武）

10 木 九州地方整備局への新年挨拶（福岡）

11 金

12 土

13 日

14 月 成人の日 成人の日 成人の日

15 火 県協会　2級経理士受験準備講座（宮崎　17日まで）

16 水
職場環境改善講習会（宮崎）
小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
運転の業務に係る特別教育（延岡　17日まで）

17 木

18 金 全国建産連協議委員会（東京） 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削
用）運転技能講習（清武　19日まで）

19 土

20 日

21 月

22 火

23 水

24 木 高鍋地区協会と鎌原副知事との意見交換会 フルハーネス型安全帯に係る特別教育（延岡）

25 金 九州技士会連合会と九地整との意見交換会 高所作業車運転技能講習（延岡　26日まで）

26 土

27 日

28 月

29 火 県協会　第 3回事務局長会議

30 水 フルハーネス型安全帯に係る特別教育（清武）

31 木 不整地運搬車運転技能講習（高千穂　2/1 日まで）

6
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平成 31年 1月行事予定

Monthly Association Construction Industry NEWS

宮崎県建設業協会員数の推移

県協会HP掲載項目案内（12月分）

会員の異動状況

Monthly Association Construction Industry NEWS

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478

38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 3

1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 3

899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 478

※H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退(68社脱退)、H30はH30.12.20現在

宮 崎 県 建 設 業 協 会 員 数 の 推 移

年　度

　年度末　

年度当初

　入会数　

　退会数　
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H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

入会数

退会数

会員数(年度末)

年　   度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
年度当初 862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478
入 会 数 38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 3
退 会 数 1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 3
年 度 末 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 478

※H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退（68社脱退）、H30はH30.12.27現在

【ホームページ】

項　　　　　目 所　管 形 式
H30.12.25付　宮崎県主催2019/1/10開催「長寿命化リフォームセミナー（事
業者向け）」のご案内 宮 崎 県 html

H30.12. 3付　宮崎県主催2019/1/11平成30年度特定建築物等定期報告制度
講習会について（お知らせ） 宮 崎 県 html

H30.12. 3付　H31/1/16,1/28宮崎県ひなたＭＢＡ主催「緊急対策！！産業
人財確保に向けた企業支援セミナー」の開催について 宮 崎 県 html

H30.11.30付　宮崎県主催2019/1/25-26「木造住宅耐震リフォーム達人塾
～実践編、施工講習編～」のご案内 宮 崎 県 html

H30.11.22付　宮崎県主催2018/12/4「女性の就業継続支援セミナー」が
開催されます 宮 崎 県 html

【代表者、組織、所在地等】

地 区 名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後
東 諸 ㈱ 渡 部 工 務 店 代 表 者 渡部　重隆 渡部　孝寿

【退会】

地 区 名 会　社　名 代表者名
都 城 前 口 建 設 ㈱ 前口　信一
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宮崎県建設業協会

（１）農業土木委員会開催結果について 

　河野農業土木委員長が参考１に基づき、開催結果に
ついて報告した。

（２）正副会長新年挨拶回りについて 

　山﨑会長が参考２に基づき、新年挨拶の計画につい
て報告した。

（３）宮崎県中小企業団体新春交流会について 

　樫村事務局長が参考３に基づき、２０１９年宮崎県
中小企業団体新春交流会について報告及び出欠の確認
を行った。

（４）脇雅史政策研究会寄付について 

　樫村事務局長が参考４に基づき、寄付の対応を検討
した。

（５）鎌原副知事と各地区建設業協会との意見交換会に
　　 ついて 
　樫村事務局長が日程について報告し、承認された。

（６）建設会館入居者募集について

　樫村事務局長が建設会館の入居者募集の状況につい
て報告した。
 （７）協会事務局職員採用について 

　樫村事務局長が１２月１７日入社予定の協会事務局
職員について報告した。

１．平成30年度第8回常務理事会を開催
　平成 30 年 12 月 13 日（木）12 時 40 分、宮崎県建設
会館２階「委員会室」において、樫村事務局長が定足
数（11 ／ 13 名：会成立）の報告をして開会を宣した。
　開会にあたり山﨑会長より「臨時国会が１２月１０
日に終了し、災害対策等の様々な補正予算が成立した。
来年 1 月の通常国会には、国土強靭化に向けた予算
が３カ年で７兆円程度になることや公共工事の予算が
２兆円程度増額されるのではないかといった話がある。
消費税増税に合わせた経済対策や頻発した災害への対
応として、国土強靭化が大切だと考えている。本日の
県との意見交換会でも宮崎県の対応等も確認できれば
と思っている。今後、知事選挙、統一地方選挙、参議
院議員選挙が予定されているので、我々の思いも伝え
ていきたい。本日もよろしくお願いしたい。」と挨拶を
述べ、議事に移った。
　議題については次のとおり。

　樫村事務局長、甲斐副会長が資料１に基づき、日向
地区建設業協会からの入会推薦について報告し、㈱髙
野建設の加入が承認された。

　樫村事務局長が資料２に基づき、県の参加者及び情
報提供内容について報告した。

　樫村事務局長が資料３に基づき、１２月１９日の「個
人演説会」の周知および各選挙対策について報告し、
承認された。

　坂元専務理事が資料４に基づき、「建設現場に運
搬された生コンクリートに関する確認書」の内容に
ついて報告し、承認された。

議題１ 新規会員加入について

議題２ 県との意見交換会について

議題3 宮崎県知事選挙・統一地方選挙・参議院議員
選挙について

第8回常務理事会

議題４ 建設現場に運搬された生コンクリートに関する
確認書（案）について

議題5 その他
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宮建協

議題6 本年度常務理事会等の開催予定について
（８）その他　 

　・厚生年金基金事務局が１２月２７日終了となるこ
とを報告した。

　樫村事務局長が参考５に基づき、２月７日、３月１５日
の常務理事会（１月の常務理事会は中止）、３月２０日の
理事会及び３月までの行事について報告し、承認された。

２．平成30年度第6回宮崎県県土整備部と
　　（一社）宮崎県建設業協会との意見交換会を開催
　平成 30 年 12 月 13 日（木）午後３時、宮崎県建設会
館５階会議室において、樫村事務局長が開会を宣した。
　出席者については下記のとおり。

◇宮崎県県土整備部
蓑方次長（道路・河川・港湾担当）
管　理　課：弓削課長、渡辺課長補佐
　　　　　　南條・西野主幹、原田主査
技術企画課：大坪課長、前田・三橋・山下主幹
　　　　　　榎本主査
道路保全課：梅下課長補佐、小牧主幹

◇公共三部共管
工事検査課：川野課長
　　　　　　梅ケ谷・平島専門員

◇宮崎県建設業協会
常務理事会：山﨑会長
　　　　　　 甲斐・小野・藤元副会長
　　　　　　 本部・長友・河野（与）・河野（孝）　　
　　　　　　・津房・興梠常務理事
事　務　局：坂元専務理事、樫村常務理事兼事務局長
　　　　　　大谷・菊池課長、山尾係長
　　　　　　有馬コーディネーター

【山﨑会長挨拶】
　１年間通して意見交換等していただき感謝申し上げ
る。台風や豪雨災害の対策でどの程度発注されたのか
できれば教えていただきたい。現状で仕事が無い企業
もあるので、今後も補てんや発注をしていただけると
ありがたい。今年の漢字は災害の「災」であり、宮崎
県でも硫黄山噴火や豪雨が発生しており、災害の多い
１年であった。また、働き方改革関連法案も可決され、
来年４月から罰則付き上限規制が開始される。建設業
は猶予があり５年後開始ではあるが、徐々に週休２日
へ移行していく必要がある。１１月１０日には建設現
場一斉閉所を提案していただき、実行できたことは良
いきっかけになった。我々も来年４月からは第２土曜
日を休日にできるように考えている。国では消費税増

税対策や国土強靭化に対する予算等も考えられている
とのことなので期待をしている。様々な変化がある中
で我々も改革できるところは改革を行い、将来に向け
た建設業界づくりに励みたい。1 年間大変お世話になっ
た。来年もお願いしたい。

【蓑方次長挨拶】
　今年は台風や災害等の対策もあり、お世話になっ
た。１１月議会では公共事業における発注の平準化、
建設業の担い手確保、経営審査について一般質問が
あった。また、今年の予算の執行状況は１１月末現在
で当初約７２％、補正約９６％の発注実績となってい
る。今年は災害が多発し、特に台風２４・２５号に
よる影響が大きく、県と市町村を合わせて被害額約
９６億円（査定前段階）となっている。災害対応とし
ては早期復旧を目指している為、引き続き理解と協力
をお願いしたい。発注の平準化についてはゼロ県債等
の活用、余裕期間を設けた工期での発注を行ってい
る。県債については、議会で３８億円の計上をしてい
る。担い手確保については、週休２日工事の施工に取
り組んでおり、その一環としての１１月１０日土曜日
の建設現場一斉閉所を行った。その際は協力していた
だき感謝している。現時点での速報で９割以上が閉所
となっていたようである。本日は、今年最後の意見交
換会であり意見交換を行う中で、更なる建設業の環境
改善を行っていきたいと考えている。本日もよろしく
お願いしたい。

◆県からの情報提供について
　以下の事項に関し、各課より説明・報告があった。

《技術企画課》
総合評価落札方式における登録基幹技能者の配置の評
価について
　・登録基幹技能者の配置に対する評価を行うかどう
　　かの討論を行った。他県の状況や導入のメリット
　　やデメリットを議論した結果、配置による評価は
　　現段階では行うべきではないという意思を伝えた。
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宮建協

《道路保全課》

道路巡視業務の休日拡大について（地域メンテナンス
業務）
　・民間委託している道路巡視業務 ( 県内１７班 ) の　
　　休日を、「４週２日（現行）」から「４週４日と特
　　別休日７日（改正案）」に拡大を検討している。た
　　だし、連続して休日とする場合は２日間までとし
　　ている。また、巡視日が１割程度少なくなるため
　　（３３９日 [ 現行 ]、３０６日 [ 改正案 ]）により、
　　委託料も１０％程度減少する。また、日曜日や特
　　別休日時には路線担当班が業務を担う。実施の決
　　定事項ではなく提案事項である。後日に各土木事
　　務所を通じて地域メンテ業務の担当企業や組合の
　　代表者と休日の拡大や巡視ルートの見直しを含め
　　た意見を求める予定である。

◆意見交換会
（１）道路巡視業務の休日拡大について（地域メンテナ
　　　ンス業務）
本会→地区によって巡視業務の対応が異なっている。

事業協同組合で９人雇い変則週休２日制を実行
している地区は、今回の改正案で日曜日を休日
として委託費を減らされてしまうと人員が維持
できない。地区毎に現状の方式と改正案の方式
を選べるようにできないか。

　県→地域ごとに２方式が併用できるようにすること
は考えていない。全地区で一体的に移行してい
ただきたい。( どちらかの方式で統一 )

本会→巡視日が３０６日となり、それに合わせて委託
料が減少するとのことだが、３０６日以外の日
に巡視を行った際には委託料の追加等を考えて
いるのか。

　県→緊急時や巡視を行う企業が休みの際は路線担当
が業務を行うことになっている。また、路線担
当者は緊急時の対応等を行い、巡視担当者の８
時から１７時迄の巡視とは異なっている。さら
に、そのような事態が多発するかは予想できな
い。あくまで、巡視担当者の負担軽減を目的と
した提案である。

　　　組合で雇用して巡視業務行っている地区は雇用
を守る必要もあると思うが、他の業務等に移れ
ないのか。

本会→連続した休日を２日間とあるとのは何か理由が
あるのか。３日間では不可なのか。

　県→巡視は交通量に応じて週に何回と特記仕様書に
記載している。一定の期間で巡視を行わずに問
題が発生した場合、管理瑕疵が発生する。基本
的に巡視頻度は短い方が良く、それを踏まえて
２日間までと設定した。現状では２日以上の休

日は不可としているため、改正案では休日の緩
和案にはなっている。

本会→地域メンテ業務の担当企業や組合と各土木事務
所で相談しながら結論を出してほしい。

（２）経営事項審査について
本会→地域総合メンテナンス業務契約の資格要件に、

「とび土工」の県の経営審査を受けている企業
と記載していただけないか。（地域維持型契約
で行う業務に「とび土工」に関するものがある
為）経営事項審査を受審していない「とび土工」
工事を「土木一式」の施工高に合算できる制度
は問題ではないのか。

　県→地域総合メンテナンス業務は特定の工事業種で
はなく委託業務である。どの資格で登録されて
いても問題はない。また、経営事項審査を受け
ていない「とび土工」を「土木一式」の施工高
に合算する、しないは各企業の判断であり問題
ない。

（3）県協会に加入するメリットについて
本会→県協会では大規模災害時に県と協力を行う旨の

協定を結んでいるが、加入する利点が少ない。
今後も県の災害対策を行う上で、加入するメ
リットを付加してもらえないと県協会の存続に
も影響がでてしまう。一例では、地域育成型の
資格要件にすることや総合評価の加点等。検討
していただきたい。

【蓑方次長挨拶】
　今年最後の意見交換会だったが、更なる課題も確認
できた。様々な意見や案をだすことによって実施可能、
不可能はあるが問題点を把握することが重要だと思っ
ている。また、後日地域メンテ業務については土木事
務所とも意見の交換や相談を行ってもらうが、お互い
に共通の理解を基に細かく議論していきたいと考えて
いる。今年は様々な対応や意見交換など感謝したい。
来年もよろしくお願いしたい。

第6回県との意見交換会
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３．平成30年度テレビCM放送のご案内
　建設業は、宮崎における基幹産業であるとともに、住民生活や経済活動の基盤 である社会資本整備の
担い手として重要な役割を果たしており、さらに、県民の 安全・安心を守る「地域のまち医者」的な役
割も果たしております。しかしながら、いわゆる「３Ｋ」などのマイナスのイメージから、建設産業へ
の若者の入職が進んでいないのが現状であり、人材を確保することが喫緊の課題であります。
　本会においては、学生やその保護者に向けて建設産業の「魅力」を発信し、建設産業の「担い手の確保」

「イメージアップ」を図るため、平成 27 年度からテレビＣＭによるＰＲ広報を行っておりますが、本年
度も継続して下記のとおり放映いたします。

◆ CM 展開①　～番組提供枠～
1. 放送期間　	 平成 30 年 4 月 4 日（水）から平成 30 年 8 月 29 日（水）までの 3 ヵ月間
2. 放送形態　	 ○ 30 秒・15 秒 CM、下記番組　毎週 1 回放送
　　　　　　	 ○ MRT わけもん GT の放送帯（毎週水曜 20:00 ～ 21:00）
　　		  ※ 特番等により、上記放送時間に変更が生じる場合あり
3. 放送内容	 シリーズ第 1 ～ 3 部作 3 本、タイムラプス CM1 本を順次放送
		  ◇第 1 部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第 2 部「一歩ずつ」篇
		  ◇第 3 部「未来へ」篇
		  ◇タイムラプス CM 篇

◆ CM 展開②　～番組提供枠～
1. 放送期間	 平成 30 年 9 月 5 日（水）から平成 31 年 2 月 27 日（水）までの 4 ヵ月間
2. 放送形態	 ○ 30 秒・15 秒 CM、下記番組　毎週 1 回放送
　　　　　　	 ○ UMK ニュースの放送帯（毎週水曜 20:54 ～ 21:00）
　　		  ※ 特番等により、上記放送時間に変更が生じる場合あり
3. 放送内容	 シリーズ第 1 ～ 3 部作 3 本、タイムラプス CM1 本を順次放送
		  ◇第 1 部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第 2 部「一歩ずつ」篇
		  ◇第 3 部「未来へ」篇
		  ◇タイムラプス CM 篇

◆ CM 展開③　～年末年始スポット CM ～
1. 放送期間	 平成 31 年 1 月 1 日（火）～平成 31 年 1 月 6 日（日）
2. 放送形態	 30 秒　UMK と MRT のスポット CM　 合計 51 本
3. 放送内容	 シリーズ 3 部作　第 1 ～ 3 部 3 本を順次放送
		  ◇第 1 部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第 2 部「一歩ずつ」篇
		  ◇第 3 部「未来へ」篇

◆ CM 展開④　～シネアド CM 広告～
1. 放送期間	 平成 30 年 7 月 6 日（金）～平成 31 年 1 月 4 日（金）
2. 放送形態	 イオンモール宮崎セントラルシネマ 15 秒 CM 
3. 放送内容	 タイムラプス撮影による 15 秒 CM　 1 ヶ月 約 1,350 本
		   9 スクリーン　年間動員数　約 65 万人

平成 30 年度放送日のご案内

宮崎県建設業協会
イメージキャラクター

「オジギビト」

宮建協
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働き方改革「労働時間法制の見直しについて」のご案内

雇用改善コーナー

1
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事業協同組合

債権譲渡は２種類！
○ 県・宮崎市・延岡市・串間市発注工事は、新債権譲渡承諾依頼書及び契約証書で契約
○ 上記以外の発注工事は、従来請負工事代金債権譲渡契約書で契約

 必要書類

書　類　名 県・宮崎市・串間市 小林市・えびの市 延岡市 左記以外の国・市町村工事
１. 債権譲渡承諾依頼書及び契約証書 ○ ○
２. 請負工事代金債権譲渡契約書 ○ ○
３. 借入申込書 ○ ○ ○ ○
４. 工事履行報告書及び出来高確認書 ○ ○
５. 誓約書 ○ ○
６. 連帯保証書 ○ ○
７. 請負工事出来高証明書 ○ ○
８. 支払状況・支払計画書 ○ ○ ○ ○
９. 約束手形 ○ ○ ○ ○
10. 金銭消費貸借契約書 ○ ○
11. 請求書 ○ ○ ○ ○

制度の概要・メリット
　公共工事を受注・施工中（完成を含む）の組合員等が、発注者から将来受け取る工事請負代金債権を当
協同組合に譲渡することにより、工事出来高の範囲内で貸付けを受けられる公的制度です。

便　利！
　債権譲渡することにより、必要な時に貸付を受けられるので、大変便利です。
　特に県、宮崎市、小林市、えびの市、串間市発注工事は保証人は必要ありません。
　工事出来高の範囲内であれば、必要な額を何度でも借入できます。

経審の評点アップ！
　本制度を利用した工事金は、経営事項審査の経営状況分析における負債合計額から控除できるので、経
営事項審査の評点アップにつながります。

共同購買事業により資材調達ができます！《県、宮崎市、串間市発注工事限定》

　新債権譲渡契約書では、組合から資材の供給が受けられます。《組合共同購買事業を利用》
資材は、当該工事の出来高率により供給を受け、代金の支払いは、工事完成金で相殺できます。
《上記以外の発注工事では、共同購買事業はご利用できません。》

制度の基本的な仕組み！
　○金利及び事務手数料
　　※ 事務手数料、０．２％が加算されます。
　　※ 金利は、金融情勢により変動します。

貸付金額 500 万以下 500 万超

金　　利 1.8% 2.2%

事務手数料 0.2% 0.2%

１．下請セーフティネット債務保証制度について
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新貸付金額！《県・宮崎市・延岡市・串間市での発注工事》新債権譲渡契約書での契約時

　請負額の９０％以内で、且つ出来高の範囲内で資金の貸付けをします。また、発注者より前払金を　
受け取った場合は、出来高金額より前払金等を控除した残額の範囲内です。（部分払金も含みます）

　計  算  式　　　貸付金額は、下表の算式の範囲内となります。

出来高率 算　式
９９％以下 （ 請負額×出来高率－受領済額－違約金 ）×９０％《担保掛目》

100%（完成） 請負額　×　出来高率　×　９０％《担保掛目》　－　受領済額

（例）請負金額１，１００万円、前払金４４０万円、出来高率８０％で借入の場合
　　○債権譲渡額＝６６０万円　（１, １００万円－４４０万円）
　　○貸付金額＝２９７万円　（１, １００万円×８０％－４４０万円－１１０万円）×９０％
　　○当該工事が完成した場合
　　　（１）発注者から協同組合へ工事代金６６０万円が支払われます。
　　　　　 （１，１００万円《請負金額》－４４０万円《前払金》）
　　　（２）協同組合は貸付金２９７万円を清算し、手数料等を差し引いた残金を元請業者に返還します。

貸付金額！《県・宮崎市・延岡市・串間市以外での発注工事》従来権譲渡契約書での契約時

　請負額の９０％以内で、且つ出来高の範囲内で資金の貸付けをします。また、発注者より前払金を　
受け取った場合は、出来高金額より前払金等を控除した残額の範囲内です。（部分払金も含みます）

　計  算  式　　　貸付金額は、下表の算式の範囲内となります。

算　式 請負額　×　出来高率　×　９０％《担保掛目》　－　受領済額

（例）請負金額１，１００万円、前払金４４０万円、出来高率８０％で借入の場合
　　○債権譲渡額＝６６０万円　（１, １００万円－４４０万円）
　　○貸付金額＝３５２万円　（１, １００万円×８０％×９０％）－４４０万円
　　○当該工事が完成した場合
　　　（１）発注者から協同組合へ工事代金６６０万円が支払われます。
　　　　　（１，１００万円《請負金額》－４４０万円《前払金》）
　　　（２）協同組合は貸付金３５２万円を清算し、手数料等を差し引いた残金を元請業者に返還します。

２．ドローンの取り扱い窓口を開設しました

※　JUIDA 無人航空機操縦講習及び安全運航管理者講習は、宮崎県土木施工管理技士会で行っております。

１ 機体販売！（SEKIDO 正規販売代理店）
　　・各種初期設定済

２ 機体レンタル・リース！（SEKIDO 正規販売代理店）

３ 修理！（SEKIDO 正規販売代理店）※他社購入でも修理可

４ サポート・メンテナンス！（SEKIDO 正規販売代理店）
　　・フライト訓練・年間メンテナンス

５ 空撮！（提携会社）

６ 測量！（提携会社）

７ ３Ｄデータ作成！（提携会社）

８ CAD データ作成！（提携会社）

組　合
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技士会

２．表彰による継続学習（CPDS）のユニット取得について

　昨年、宮崎県土木施工管理技士会主催の土木施工管理技術検定試験準備講習会に、１級に２７名、
２級に１６名の方が参加されました。近年、1 級・2 級とも土木施工管理技士の資格取得が難しくなっ
ております。宮崎県土木施工管理技士会では、毎年、宮崎県建設業協会の後援により 1 級・2 級土木
施工管理技術検定試験の合格者が一人でも多く輩出されるように開催しております。講習会は、一般
財団法人地域開発研究所のテキストを使用し、経験豊富で優秀な講師による受験対策のポイントを押
さえた講義を実施しており、受講者に好評をいただいております。平成３１年度の日程等につきまし
て、下記のとおり計画いたします。資格取得を目指す技術者の皆さん、準備方お願いします。

　表彰を受けた場合、１０ユニット取得できます。
　表彰は、公平性から以下の①もしくは②の表彰に限ります。同じ工事による同一人への重複したユニット
の加算は行いません。

① 全国技士会が行う表彰のうち表彰規程４条の 1、2 および５条で技術的な事項による場合 
② 以外で原則国土交通大臣、地方整備局長、知事が工事の優秀なこともしくは施工技術の開発で、個人・
　 工事を表彰する場合（工事表彰の場合は、工事の監理技術者・主任技術者とする）。
　学習プログラム名称に表彰の賞状名（工事名等）を入れ、表彰状とその工事の監理・主任技術者がわかる
資料を送付してください。表彰対象者は 1 工事に対し１名としますが、ＪＶ等で同じ工事に複数の表彰があ
る場合にはユニット配分します。同じ工事による同一人への重複したユニットの加算は行いません。   

 【必要書類例】表彰状（表彰者が主催と同一であること）・工事カルテ等・複数名の場合 合意書（JCM 様式） 　

１．平成31年度１級（学科）・２級土木施工管理技術検定試験
　　受験準備講習会のご案内

日　　程
　○ 1 級学科講習　6 日間　　　　平成 31 年 5 月 15 日（水）～ 5 月 17 日（金）　

　　平成 31 年 5 月 22 日（水）～ 5 月 24 日（金）
	 　・実力テスト講習会　２日間  　平成 31 年 5 月 30 日（木）～ 5 月 31 日（金）
	 　・実地講習　4 日間　　　　　   平成 31 年 8 月 26 日（月）～ 8 月 27 日（火）

　　平成 31 年 9 月 2 日（月）～ 9 月 3 日（火）

　○２級学科・実地講習　6 日間　 平成 31 年 7 月 17 日（水）～ 7 月 19 日（金）
　　平成 31 年７月 24 日（水）～７月 26 日（金）

　　・実力テスト講習　2 日間　　  平成 31 年 9 月 26 日（木）～ 9 月 27 日（金）

場　　所	 宮崎県建設会館　　宮崎市橘通東 2 丁目 9 番 19 号

お問い合わせ	 宮崎県土木施工管理技士会　０９８５－３１－４６９６
			   または各地区建設業協会
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建退共

２．建退共宮崎県支部取扱状況（11月分）
　　　 共済契約者

（社）
被共済者
（名）

手帳更新
件数（件）

退職金支給状況
掛金収納状況（千円）

件数（件） 金額（円）
前月末計 2,653 31,561 前月分までの累計 452,368 51,100 31,828,632,504

前 月 分 84,567
加　　入 5 97 当月分 840 107 73,439,166
脱　　退 28 110 総 累 計 453,208 51,207 31,902,071,670 当 年 度

累 計 476,206
当月末計 2,630 31,548 （ 当 年 度 累 計 ） 6,707 716 648,870,833

１．平成31年　新春挨拶

独立行政法人　勤労者退職金共済機構
理事長　　水　野　正　望

　平成３１年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。
　皆様には、昨年も建設業退職金共済制度（建退共制度）の運営に多
大なご支援、ご協力を賜りましたことを、厚く御礼申し上げます。
　建退共制度は、建設技能労働者など建設工事の第一線で働く方々の
福祉の増進と雇用の安定を図り、建設業を営む中小企業の福祉の振興
を目的として中小企業退職金共済法に基づき、昭和３９年１０月に創
設され本年で５５年目を迎えます。お蔭様で、当退職金共済制度への
加入契約者数は１７万事業所、被共済者数は２２０万人を数え、これ
まで累計で２３８万人の退職者に対して１兆７千億円の退職金をお支
払してまいりました。退職金を受取られた皆様、事業主の皆様からは
退職金があって本当に良かったという声を頂いており、建退共は現場
で働く方々にとって重要な制度になっております。
　多発する豪雨災害や巨大地震の防災・減災はもとより、社会資本整備の計画的な推進と老朽化・長寿命化対策
を含めた国土強靭化を推進するためには、生産年齢人口が減少する中、建設業の担い手の確保・育成が喫緊の課
題となっておりますが、今後も、建設業が地域経済の中核を担う魅力ある産業として発展していくためには、働
き方改革の長時間労働の是正、週休二日の確保、技能・経験にふさわしい処遇、社会保険加入の徹底、生産性の
向上を推進することで建設労働者の雇用の安定と福祉の充実など労働環境を整備し、中・長期的な担い手の確保・
育成を図っていくことが不可欠であると考えております。
　昨年は、１月から６月において電子申請方式に係る実証実験を実施し、機構として、「実証実験の結果、証紙貼
付方式の存続を前提とすれば、電子申請方式を導入することは可能であると認められる」と総括しました。また、
５月から１１月にかけて「建退共制度に関する検討会」を開催し、同検討会において、「電子申請方式の速やかな
導入を図ることが適当である」との意見書がとりまとめられました。今後、機構としては、電子申請方式の導入
など建退共制度の充実に向け、厚生労働省、国土交通省など関係行政機関と一体となって取り組んでまいりたい
と考えております。
　本年も、建退共制度の安定的で効率的な運営に努め、確実な退職金の支給に一層努力して参る所存でございま
すので、建退共制度への加入と証紙の適正な貼付につきまして、更なるご理解、ご支援を賜りますようよろしく
お願い申し上げます。
　最後になりますが、皆様方のご健勝とご隆昌を心よりお祈り申し上げ、年頭のご挨拶といたします。
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建災防

厚生年金基金
清算結了のお知らせ
　当基金は、平成２年４月基金設立以来、加入員の生活の安定と福祉の向上を図ることを目的とし
て運営して参りましたが、平成３０年１１月２７日付で「清算結了に伴う決算書」の承認を受け、
清算を結了しました。
　このことにより、約２９年にわたる長い歴史に幕を下ろすことになりました。
　長年にわたり皆様方には多大なるご支援、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　最後になりましたが、皆様方の益々のご繁栄、ご活躍を心よりお祈り申し上げます。

１．新年のご挨拶

建設業労働災害防止協会
会長　　錢　高　一　善

　平成 31 年の新春を迎え、謹んで年頭のご挨拶を申し上げます。
　建設業における労働災害は、会員各位をはじめ関係者の「災害を起
こさない」という熱意と長年に渡る不断の努力により減少傾向で推移
しており、平成 28 年には、死亡災害は 300 人を下回りました。しか
しながら、平成 29 年は、323 人と再び 300 人を超え、平成 30 年の速
報値では、対前年比で増加に転じております。
　頻発する自然災害からの復旧・復興工事、国土の防災・減災のため
のインフラ整備等の工事、リニア中央新幹線等関連工事、2020 年東
京オリンピック・パラリンピック競技施設工事等、一連の大型工事に
より工事量が増加する一方で、建設投資の地域格差が生じております。
この状況で、現場管理者や技能労働者の不足、建設就業者の高齢化の
進展、過重労働による疲労・ストレスの蓄積という労働災害の発生要因がさらに増加しており、極めて憂慮すべ
き状況となっています。
　建災防では、「第 13 次労働災害防止計画」に基づき策定した「第 8 次建設業労働災害防止 5 カ年計画（第 8 次計画）」
を進めております。計画期間中の目標として、建設業における労働災害の平均発生件数を、死亡災害は、第 7 次
計画に比べて 15％以上減少させる、休業 4 日以上の死傷災害は、17 年に比べて 5％以上減少させる、さらに建災
防独自の目標として、死亡災害の 4 割強を占めている墜落・転落による死亡災害を、第 7 次計画に比べて 15％以
上減少させることを掲げました。この建災防独自の墜落・転落災害の削減目標達成のために、災害が多く発生す
る夏期において、熱中症対策と連動し、8 月 1 日から 9 月 10 日を「墜落・転落災害撲滅キャンペーン」として、
第 8 次計画期間中の 5 年間実施いたします。
　第 8 次計画の目標達成に向けて、計画段階におけるリスクアセスメント実施の促進、今後本格化するフルハー
ネス型安全帯特別教育や、職長・安全衛生責任者の能力向上教育等各種安全衛生教育の充実を図るとともに、「働
き方改革」により、長時間労働の是正及び週休 2 日制の推進等による職場環境改善等が進む中、建設現場の特性
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建災防

を踏まえた「建災防方式健康 KY と無記名ストレスチェック」という独自の手法を活用したメンタルヘルス対策の
実施及びその結果に基づく職場環境改善対策の普及促進など、多角的な安全衛生対策を効果的に実施することと
しております。
　また、認定を取得した事業場のグループの方が労働災害の減少幅が大きい「建設業労働安全衛生マネジメント
システム（コスモス）」を、平成 30 年 4 月に「ニューコスモス」として改定いたしました。労働災害防止とい
う視点だけでなく、安全・安心な職場環境をつくるという新しい価値を創造するために、メンタルヘルス対策や
ISO45001 の考え方を取り込み、さらに、適用対象の範囲を一人親方等を含む建設工事従事者に拡大し、建設業で
働く全ての人々の労働災害防止対策の推進と、快適な職場環境の形成を目指しております。加えて、コスモスの
基本的な理念を保ちながら、事務的な負担を軽くし、中小規模事業者の方々が導入しやすい簡易版コスモスの策
定を進めております。
　さて、本年の第 56 回全国建設業労働災害防止大会を、9 月 26 日（木）、27 日（金）の両日、福岡県福岡市の福
岡国際センター他で開催いたします。最新の安全衛生情報、会員企業が取り組まれた効果的な安全衛生管理活動
の発表等によるノウハウの共有化を図るとともに、著名な学識者等による、建設業の安全衛生に関する今後の方
向性についてのパネルディスカッションを開催することとしております。会員各位はもとより、関係者のご参加
について、特段のご配慮をお願い申し上げます。
　最後に、建設業における労働災害防止の主役は、事業者の方々と建設現場で働く方々です。取り巻く環境は複
雑さを増しておりますが、「富よりも健康」という事を大切にし、建設業で働く方々が不幸な災害に遭わないよう
にすることが何よりも重要と考えております。
　今年も、会員各位の益々のご健勝とご発展を衷心よりお祈り申し上げます。

建災防
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２．平成30年度建設業年末年始労働災害防止強調期間について

建災防
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火薬協会

　平成３０年１月１日から１１月３０日現在の火薬類による事故の発生状況は次のとおりです。
　引き続き基本を遵守して火薬類の事故防止に努めて下さい。

［Ⅰ］　総括表（取扱・種類別一覧表）
項　　 　　　目 事 故 件 数 死 亡 者 数 負 傷 者 数

取　  　扱 種　類　別 件数 計 人数 計 人数（重－軽） 計

製　造　中
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

０
２
０

2
0
2
0

2
0 － 0
0 － 0
0 － 0

0 － 0

消　費　中
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

9
40
18

67
0
0
0

0
0 － 2

 0 － 17
0 － 4

  0 － 23

運　搬　中
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0 － 0
0 － 0
0 － 0

0 － 0

貯　蔵　中
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

0
1
0

1
0
0
0

0
0 － 0
0 － 0
0 － 0

0 － 0

がんろう中
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

0
0
0

0
0
0
0

0
0 － 0
0 － 0
0 － 0

0 － 0

その他事故
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

0
1
０

1
0
0
0

0
0 － 0
0 － 0
0 － 0

0 － 0

合　　　計
産 業 火 薬
煙 　 　 火
が ん 具 煙 火

9
44
18

71
0
2
0

2
0 － 2

  0 － 17
0 － 4

  0 － 23

［Ⅱ］　事故一覧
● 産業火薬（消費中）
番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　故　概　要

1

1 月 18 日
16：05 頃

群馬県
高崎市

0 0 － 1 C1 　実験用施設（屋外）で火薬の燃焼実験のため、黒色火薬３０ｇ
を袋に入れ地面に置いた状態で、信号焔管を使用して火薬の上か
ら火を点けたため、燃焼火薬が上昇し、１名が顔面及び前腕部の
火傷（１度熱傷）を負った。

2

2 月 13 日
21：00 頃

神奈川県
横浜市

0 0 － 0 C1 　高速道路上で道路の補修作業をするために通行止め規制帯を設
置中、燃えているカラーコーン、矢印板及び土嚢袋を発見し、車
に積載されている粉末消火器を使用して初期消火を実施。何らか
の理由により通行規制帯で使用中の信号焔管が移動したために、
信号焔管の炎がカラーコーンに接触して出火したものと推定される。

3
4 月 2 日
16：40 頃

福岡県
飯塚市

0 0 － 0 C2 　ベンチ発破 ( ベンチ高さ１０ｍ、孔径７６㎜、孔数１５（３列）孔、
孔長１１ｍ、孔間隔２．５ｍ、最小抵抗線３．０ｍ ) を行ったとこ
ろ採石場敷地外へ飛石 ( ４個　最大径１５㎝程度 ) が発生したもの。

１．平成30年火薬類による事故（速報）
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２．経済産業大臣表彰

4
4 月 10 日
16：40 頃

北海道
小樽市

0 0 － 0 C1 　砕石場内の連絡道路を拡張するため、発破を行ったところ、砕
石場内の岸壁を越え、付近の自動車道まで飛石が発生。走行して
いたトラックの屋根に石が突き刺さったもの。

5
5 月 21 日
15：05 頃

神奈川県
横浜市

0 0 － 0 C2 　高速道路下り線３．７㎞ポスト地点において、中央分離帯除草
作業のため信号焔管を使用し、車線規制を行っていたところ、信
号焔管が風で動き、雑草に燃え移ったもの。

6 8 月 23 日
08：38 頃

茨城県
桜川氏

0 0 － 0 B1 　砕石場内で、火薬を積んだトラックが爆発し、トラックの運転
手１名が行方不明。原因等調査中。

7
8 月 30 日
11：50 頃

北海道　　
札幌市

0 0 － 1 C1 　砕石を行うために発破を行ったところ、飛石が発生し、敷地内
事務所壁体及び事務所付近にいた取引事業者の従業員に岩石が当
たったもの。負傷の程度は左足裂傷（軽傷）

8 9 月 12 日
07：46

福井県
大野市

0 0 － 0 C2 　装薬・結線作業中、１．２ｍの孔に装薬後、天端部１孔が突然
暴発した。

9

11 月 15 日
時間不明

長崎県　　
長崎市

0 0 － 0 C1 　トンネル内の第二期道路の掘削工事に伴い発破を行った際。飛
石が第一期道路と第二期道路の連絡道路に設けてあるドアを貫通
し、すでに開通している第一期道路に約５ｃｍの石が車道に入り
込み、それを踏んだ車両がパンクした。

● 煙火（製造中）
番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　故　概　要

1 2 月 14 日
15：00 頃

三重県
熊野市

0 0 － 0 C1 　煙火の燃焼試験を行っていた際、火の粉が風で枯草に引火し，
約１５００㎡の田が焼損した。

2 6 月 27 日
8：59 頃

静岡県
浜松市

2 0 － 0 B1 　煙火工場内で建物火災・爆発が発生。原因等詳細は調査中。

●煙火（消費中～九州内）
番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　故　概　要

1
7 月 21 日
20：55 頃

熊本県
苓北町

0 0 － 1 C2 　花火大会で、打ち上げられた６号玉の残滓が風に煽られ、安全
距離外にいた観客の女性に落下し、これを手で払ったため、背部
２箇所、左手拇指１箇所に軽い火傷を負ったもの。

2
8 月 15 日
21：00 頃

大分県
由布市

0 0 － 0 C2 　花火打上げ中、煙火玉に１発の過早発があり打上筒の固定が斜
めに傾いたため、２発の煙火玉が斜め方向に低空で開発したもの。

3 8 月 16 日
21：00 頃

佐賀県　　
白石町

0 0 － 0 C1 　打上花火の火の粉等の飛来によりハウスの寒冷紗に数箇所穴が
空いた。

4 9 月 23 日
06：00

鹿児島県　
大崎町

0 0 － 0 C2 　運動会の開催合図のために、信号煙火を打ち上げたところ１発
が不発となった。

　平成３０年１２月６日に東京都千代田区にあるアルカディア市ヶ谷において、平成
３０年度火薬類保安経済産業大臣表彰式が開催されました。
　宮崎県からは、元旭化成工業㈱　秋丸　進　氏が保安功労者として表彰されました。
　（全国で１０名、九州から１名）受賞おめでとうございました。

火薬協会
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西日本建設業保証株式会社　宮崎支店

Ⅰ　全　般 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

平成30年度 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5

平成29年度 368 20.7 6,500 17.4 2,866 ▲ 5.7 86,595 ▲ 0.9

平成28年度 305 ▲ 28.9 5,535 ▲ 33.1 3,040 7.4 87,338 9.1
※増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比 （以下同じ）

Ⅱ　発　注　者　別 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

国 14 0.0 919 ▲ 44.7 215 5.9 19,268 3.6

独立行政法人等 4 33.3 938 2086.6 14 ▲ 26.3 1,659 ▲ 32.5

県 129 25.2 2,714 59.8 1,051 ▲ 1.3 32,418 21.0

市町村 253 3.7 3,657 21.6 1,526 ▲ 1.2 30,263 ▲ 18.1

その他 3 ▲ 25.0 419 380.7 23 ▲ 32.4 2,582 42.9

計 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5

Ⅲ　地　区　別 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

宮　 崎 97 59.0 2,757 72.1 574 2.0 25,338 22.1

日　 南 18 ▲ 25.0 579 43.2 205 9.0 6,166 22.4

串　 間 12 ▲ 42.9 106 ▲ 33.0 98 ▲ 16.9 1,502 ▲ 15.0

都　 城 37 ▲ 31.5 897 ▲ 11.2 397 6.7 14,732 ▲ 9.8

小　 林 54 1.9 902 6.5 314 ▲ 8.2 7,046 ▲ 25.2

高　 岡 12 ▲ 33.3 165 ▲ 27.3 91 ▲ 14.2 3,188 78.4

西　 都 20 5.3 249 37.9 151 ▲ 18.4 3,598 3.8

高　 鍋 19 5.6 634 26.7 143 ▲ 10.1 4,557 ▲ 22.6

日　 向 59 156.5 949 178.2 394 3.7 8,763 ▲ 20.6

延　 岡 34 17.2 1,018 62.9 224 7.2 6,381 0.1

　西臼杵　 41 ▲ 14.6 389 ▲ 35.2 238 ▲ 2.5 4,914 4.1

計 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5

＜　月別請負金額　＞
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保証会社
１．宮崎県内の公共工事動向（前払保証分）（平成30年 11月分）

Ⅲ．地区別の状況� （単位：件、百万円、％）

地　　区 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

宮　崎 97 59.0 2,757 72.1 574 2.0 25,338 22.1
日　南 18 ▲ 25.0 579 43.2 205 9.0 6,166 22.4
串　間 12 ▲ 42.9 106 ▲ 33.0 98 ▲ 16.9 1,502 ▲ 15.0
都　城 37 ▲ 31.5 897 ▲ 11.2 397 6.7 14,732 ▲ 9.8
小　林 54 1.9 902 6.5 314 ▲ 8.2 7,046 ▲ 25.2
高　岡 12 ▲ 33.3 165 ▲ 27.3 91 ▲ 14.2 3,188 78.4
西　都 20 5.3 249 37.9 151 ▲ 18.4 3,598 3.8
高　鍋 19 5.6 634 26.7 143 ▲ 10.1 4,557 ▲ 22.6
日　向 59 156.5 949 178.2 394 3.7 8,763 ▲ 20.6
延　岡 34 17.2 1,018 62.9 224 7.2 6,381 0.1

　西臼杵　 41 ▲ 14.6 389 ▲ 35.2 238 ▲ 2.5 4,914 4.1
計 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5

西日本建設業保証㈱　宮　崎　支　店　

Ⅰ．全般の状況� （単位：件、百万円、％）

年　　度 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

平成30年度 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5
平成29年度 368 20.7 6,500 17.4 2,866 ▲ 5.7 86,595 ▲ 0.9
平成28年度 305 ▲ 28.9 5,535 ▲ 33.1 3,040 7.4 87,338 9.1

　※増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比 （以下同じ）

Ⅱ．発注者別の状況� （単位：件、百万円、％）

発 注 者 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

国 14 0.0 919 ▲ 44.7 215 5.9 19,268 3.6
独立行政法人等 4 33.3 938 2086.6 14 ▲ 26.3 1,659 ▲ 32.5

県 129 25.2 2,714 59.8 1,051 ▲ 1.3 32,418 21.0
市町村 253 3.7 3,657 21.6 1,526 ▲ 1.2 30,263 ▲ 18.1
その他 3 ▲ 25.0 419 380.7 23 ▲ 32.4 2,582 42.9

計 403 9.5 8,650 33.1 2,829 ▲ 1.3 86,191 ▲ 0.5
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２．中間前払金制度のご案内

中間前払金制度のご案内 西日本建設業保証株式会社

工期の半分が経過し、工事出来高が 50％を超えていれば、当初の前払金（請負金額の 40％）に加えて、
さらに 20％の中間前払金を受け取ることができます。
※対象条件は発注者によって異なります。詳しくは弊社までお問い合わせください。

平成30年度宮崎県内の中間前払金保証実績（平成30年11月末現在）
（単位 ： 件、百万円、％）

発　注　者 件    数 増　減　率 請 負 金 額 増　減　率

国 土 交 通 省 3 ＜ 128 ＜
宮 崎 県 50 ▲ 46.2 1,894 ▲ 49.0
宮 崎 市 17 0.0 1,100 94.4
都 城 市 5 ▲ 54.5 176 ▲ 91.6
延 岡 市 4 ▲ 60.0 174 ▲ 81.1
日 南 市 3 0.0 447 726.8
小 林 市 6 0.0 130 ▲ 93.0
綾 町 1 ▲ 50.0 40 ▲ 26.3
高 千 穂 町 4 ＜ 133 ＜
美 郷 町 1 ＜ 18 ＜
土 地 開 発 公 社 2 ＜ 615 ＜

計 96 ▲ 35.1 4,862 ▲ 48.4

保証会社
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建設業福祉共済団からのお知らせ




